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はじめに
ASEAN（東南アジア諸国連合）は、2015年にASEAN共同体を創設する。
東アジア共同体をめぐる議論が活発になっているが、ASEANはすでに共同
体創設に向けた具体的な措置を実行している。ASEAN共同体は、安全保障
共同体、経済共同体、社会文化共同体から構成される。ASEAN自由貿易地
域（AFTA）は完成段階に近づいており、現在は、非関税障壁の撤廃、サー
ビス貿易自由化、規格のハーモナイゼーション、人の移動の自由化などのた
めの措置が実施されている。物品の移動の自由化からサービスや生産要素の
自由化に政策の基軸が移っており、FTAから共同市場創設に冨標は明確に
変化している。そのために、優先統合分野が選定され、2007年の関税撤廃の
ほかに、サービスの自由化、規格の統一や相互認証、専門家の移動、共同の
促進事業など多くのプログラムが策定され、実行されつつある。
東アジア共同体について日本では賛否両論を含み多様な議論が展開されて
いる。こうした議論はもとより必要なことであるが、同時にASEAN共同体
という具体的な動きを把握しておくことが必要である。ASEAN共同体は、
東アジアで最も先行している共同体として、また、東アジアの10カ国が参加
している共同体として、東アジア共同体形成への動きに大きな影響を与える
と思われるからである。
東アジアの地域統合の障害として経済格差が大きく政治体制や価値観の相
違が指摘されている。多様性と格差こそASEANが地域統合の推進に際し
克服してきた課垣である。このように多くの課題を克服しながら着実に地域
統合を進めてきたASEANが、東アジアの地域統合に向けて重要な役割を果
たすのは妥当であり、東アジアの地域統合はASEANに日中韓が協力する形
で進めるべきであろう。
本論は、ASEAN共同体に向けての動向を把握するため、経済共同体に焦
点をあて、宣言、協定、行動計画などで打ち出された措置を時系列的に整理
・分析するとともに、地域統合の現状を最新データにより確認し、どのよう
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な課題があるかを検討している。
1．加速されるASEAN共同体に向けての動き
（1）2015年に共同体を実現
ASEANは、2015年に「永続的な平和、安定、繁栄の共有」を目的とする
ASEAN共同体（ASEANCommunity）を形成することを目指している。
当初は、経済共同体のみ2015年に創設し、ASEAN共同体は2020年に創設
するとしていたが、2007年1月の第12回ASEAN首脳会議で5年早め、2015
年創設が決まった。
ASEANは設立時から共同体を志向していた。ASEAN設立宣言（バンコ
ク宣言）では、ASEANの目的として「繁栄して平和な共同体の基礎を強化
するために、平等とパートナーシップの精神による共同の努力により、地域
の経済成長・社会進歩・文化発展を加速する」としている。1976年にバリで
開催された第1回ASEAN首脳会議で採択された「ASEAN協和宣言」では、
ASEANの8項目の原則と目的の一つとして「地域的なアイデンティティ・
強力なASEAN共同体」をかかげている。山影進教授は、ASEANの独自性
をASA（東南アジア連合）など「前身」と対照して「地域的な共同体を志向
した組織」と指摘し、「国民統合・開発を進め、政治体制基盤を固めようと
するASEAN各国政府にとって、ASEANという共同体への結集は有意義
だった」と評価しているll。
ASEANの地域統合は、1992年のASEAN自由貿易地域（AFTA）合意以
降、段階的に進められてきた。権済だけではなく、安全保障、社会文化まで
含む統合構想が打ち出されたのはASEANビジョン2020である（表1）。
1997年12月の第2回非公式首脳会議で採択された「ASEANピジョン
2020」は、2020年のASEANについて、「外向きで、平和と安定、繁栄のう
ちに生存し、ダイナミックな発展における連携と思いやりのある社会の共同
体に結合された東南アジアの国々の協調」というビジョンが提示された。そ
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表1　ASEANの地域統合の推移
1992年
1993年
1996年
1996年
1997年
1998年
1998年
1998年
2（X氾年
2（沿1年
2∝I2年
2（氾3年
2∝姓年
2∝姓年
2∝）7年
2∝熔年
2010年
2012年
2015年
2015年
2015年
2015年
ASEAN自由貿易地域（AFTA）合意
AFTA関税引下げ開始
ASEAN産業協力スキーム（AICO）発表
サービスに関する枠組み協定（AFAS）締結
ASEANビジョン2020発表
ASEAN投資地域（AIA）枠組み協定締結
ハノイ行動計画採択
相互承認枠組み協定蹄結
ASEAN統合イニシアチブ（lAI）合意
A工Aを強化する議定書締結
ASEAN統合特恵システム合意
ASEAN第二協和宣言（パリ・コンコードⅡ）発表
ビエンチャン行動計画採決
優先分野統合のための枠組み協定締結、ロードマップ発表
優先11分野の統合（ASEAN6）
資格相互承認協定
ASEAN6域内関税撤廃
優先11分野統合（CLMV）
CLMV域内関税撤廃
域内サービス貿易自由化
経済共同体創設
ASEAN共同体創設
（注）2007年以降は目標
（出所）ASEAN事務局資料により作成
して、安全保障、経済、社会・文化の3つの分野で協力の方向が具体的に提
示されたく21。安全保障については、「東南アジア諸国の協調（AConcert of
SoutheastAsianNations）」として、2020年までに平和で安定した東南アジ
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アを確立するとしている。紛争の平和的手段による解決、東南アジア友好協
力条約（TAC）を行動規範とすること、非核兵器および大量破壊兵器地帯と
すること、ASEAN地域フォーラムが信頼醸成、予防外交、紛争解決の確立
した手段となることなどにより、ASEANがアジア太平洋と世界の平和の効
果的な力となるとしている㌔
経済分野については、「ダイナミックな発展における連携（APartnership
inDynamicDevelopment）」として、物、サ，ビス、投資の自由な移動、資
本のより自由な移動、平等な経済発展、貧困と社会経済的不均衡の削減が実
現した、安定・繁栄・強い競争力のあるASEAN掛斉地域の創造が目標とし
ている。そのために、AFTAの完全実施、サービス貿易の自由化加速、2010
年までのASEAN投資地域（AIA）の実現と2020年までの投資自由化、金融
・通貨協力など広範な分野での協力を戦略として打ち出している。
社会・文化については、「思いやりのある社会の共同体（ACommunityof
CaringSocieties）」として、全東南アジアが歴史的なつながりと文化遺産を意
識し、共通の地域アイデンティティにより一つになった共同体になるとして
いる。平等に発展の機会にアクセスできる活力のある開かれた社会、飢え・
貧困から解放されたまとまりのある思いやりのある社会を実現するとして、
技術開発、環境保全、国境を超えた犯罪への取り組みなどを取り上げている。
1998年の第6回ASEAN非公式首脳会議では、ハノイ行動計画（Hanoi
PlanofAetion：HPA）が採択されたl．l’。ハノイ行動計画は、ASEANビ
ジョン2020を実現するための第一・次中期行動計画という位置づけであり、
1999年から2榊4年を対象期間としている。ハノイ行動計画は、1997年に起き
たアジア通貨危機が深刻化し、ASEAN5各国が金融危機に陥り、マイナス成
長を記録するという状況で開催されたため、まず、マクロ経済と金融協力の
強化を掲げている。次に、経済統合の促進として、AFTAの加速、ASEAN
投資地域（AIA）枠組み協定の強化、サービス貿易自由化、産業協力の強化、
中小企業育成、知的財産権、電子商取引、観光、インフラ開発、成長地域
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（局地経済周）など広範な分野での協力が2004年までの目標とともに詳凱こ
記述されている。大きな柱としては、科学技術、金融経済危機の社会への影
響、人的資源開発、環境、平和と安全保障、ASEAN意識と国際社会におけ
る地位向上、ASEANの強化の順となっており、通貨経済危横への対応が中
心となっている。
（2）第二ASEAN協和宣言で具体化
ASEAN共同体のイメージを鮮明に打ち出したのは、2003年10月の第9匝】
首脳会議で採択された「第二ASEAN協和宣言」であるt㌔第二ASEAN
協和宣言は、安全保障共同体（ASEANSecurityCommunity：ASC）、経済
共同体（ASEANEconomicCommunity：AEC）、社会・文化共同体（ASEAN
Socio－CulturalCommunity：ASCC）より構成されるASEAN共同体を目指
すことを明らかにした。ASEAN安全保障共同体は、域内各国が平和に生存
するために政治・安全保障協力を高めること、城内の相違の解決は平和的な
手段のみによることを謳っている。さらに、加盟国が独自の外交を行う主権
を認め、軍事同盟ではなくピジョン2020に一致した政治、経済、社会・文化
面を持つ包括的な安全保障の原則に同意することとしている。また、国内問
題への干渉を受けない権利、国連憲章・国際法とともに、不干渉、コンセン
サスによる意思決定などのASEANの原則の堅持をあげている。ほかに、東
南アジア平和自由中立地帯（ZOPFAN）宣言、東南アジア友好協力条約、東
南アジア非核兵器地帯条約（SEANWFZ）などが信頼醸成、予防外交、紛争
解決に重要な役割を果たすこと、ASEAN地域フォーラム（ARF）は地域の
安全保障対話の主要なフォーラムであること、テロ、麻薬取引、人身売買、
その他の国境を超える犯罪に対抗する能力を強化することと大量破壊兵器の
ない東南アジアを維持することなどが掲げられている。
ASEAN経済共同体はピジョン2020で概要が示された経済統合の最終目標
の実現であり、「明確なスケジュールと既存および新たなイニシアチブによ
り経済統合を深化・拡大する」ことと、AECによりASEANは「単一の市
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場と生産基地（asinglemarketandproductionbase）となり、多様性をグ
ローバルなサプライ・チェーンのダイナミックで強力な一部とする機会に転
化する」としている。そのために、AFTA、サービスに関するASEAN枠組
み協定（AFAS）、ASEAN投資地域（AIA）などの既存のイニシアチブの実
施を強化する新しいメカニズムと措置を実行し、優先分野における統合の加
速、ビジネス・パーソンや技能労働者の移動の円滑化、紛争解決メカニズム
の改善を含むASEANの制度面の強化を行うとしている。
社会・文化共同体は、ASEANピジョン2020による目標にしたがい、思い
やりのある社会（福祉社会）の共同体としての連携で結ばれたASEANの構
想である。恵まれない人々や農村の生活水準の向上を目指した社会開発協力
の促進、教育・訓練、科学技術開発、雇用創出へのより多くの資源投下、専
門・技術人材の城内の流動性と相互承認など人的資源開発、公衆衛生分野で
の協力、ASEAN意識とアイデンティティの醸成、文化遺産の保持のための
学者・芸術家・報道関係者の交流、人口増加、失業、環境悪化、国境を超え
た汚染と災害の管理などの解決のための協力などが提示されている。
（高級レベルタスクフォースの提言）
軽済共同体の実現の第1段階として、高級レベルタスクフォース（HLTF）
の提言を実行する。高級レベルタスクフォースは、2002年9月に高級レベル
の官僚により組織されていた。
第二協和宣言の付属文書である高級レベルタスクフォース（HLTF）の提
言は、既存の統合イニシアチブの強化と新たなイニシアチブを提言してい
るIbl。既存のイニシアチブの強化は、①物品の貿易について、原産地規則の
改善、非関税障壁の透明性向上（データベース作成など）、通関については
グリーンレーンシステムの完全実施、シングル・ウインドウの採用、規格に
ついては相互認証協定の促進などを提言している。②サービス貿易は、業種
別の自由化E］標とスケジュール、2020年以前の自由化、「ASEAN－Ⅹ」方式
での自由化加速、2∝）8年までの専門職などの移動自由化を提言し、投資につ
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いては「ASEAN－Ⅹ」方式によるセンシティブ・セクターの開放などを提言
した。
新たなイニシアチブおよび措置として、11優先統合分野を定め、各回が次
のように分担し、統合の加速をコーディネートすることとした。インドネシ
ア：木製品と自動車、マレーシア：ゴム製晶、繊維・衣類、ミャンマー：農
業関連製品と漁業、フィリピン：エレクトロニクス、シンガポール：e－
ASEANとヘルスケア、タイ：空運と旅行業。具体的措置として、物の貿易
については、城内ゼロ関税、貿易障壁の即時撤廃、通関の迅速化と手続き簡
素化、相互認証の加速、製品の標準と技術規制のハーモナイゼーションが提
案されている。サービスについては、優先分野の2010年までの自由化、相互
認証の加速、第3国を含め合弁と協力の促進が提案されている。
HLTFは、耗合に向けての合意の実施と紛争の迅速な解決のために制度お
よびメカニズムの強化・改善も提案している
（3）ピェンチャン行動計画
2004年11月に開催された第10回首脳会議では、ビエンチャン行動計画
（VientlaneActionProgramme：VAP）が採択された71。VAPは地域統合
の深化とASEAN内の格差縮小に焦点をあてている。行動計画の実施のた
めにASEAN開発基金（ASEANDevelopmentFund）創設に合意し、経済
共同体実現に向けて優先分野の枕合のための枠組み協定が調印された用。
VAPは、ASEAN共同体に向けてのHAPに次ぐ第2次中期計画であり、
2004年から2010年までを対象としている。「統合され、平和で思いやりのあ
るASEAN共同体における繁栄と運命の共有に向けて」をテーマとして、
ASEAN共同体の3つの柱の戦略と目的を耗合し関連づけるとともにその実
現のためのプログラムと行動計画として位置づけられている。具体的な措置
は、HLTFの提言を数多く採用している。実施に当たっては、ASEAN共同
体への加盟国への広範な統合と発展の格差の縮小に特に留意するとしている。
VAPは、安全保障共同体は5、経済共同体は12、社会・文化共同体は4
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表2　ビエンチャン行動計画におけるASEAN共同体の戦略目標
1 安 全 保 障 共 同 体 2．7 通 信 と IT
1．1 政治 的 発 展 2．8 科 学 技 術
1．2 規 範 の 形 成 と共 有 2．9 エ ネ ル ギー
1．3 紛 争 防 止 2．1 食 粗 ・農 業 ・林 業
1．4 紛 争 解 決 2．11 制 度 強 化
1．5 紛 争 後 の 平和 構 築 2，12 対 外 関 係
2 橙 済 共 同 体 3 社 会 ・文 化 共 同 体
2．1 11優 先 分 野 3．1 思 い や りの あ る 社会 の 建 設
2．2 ASEAN 投 資 地 域 （AIA） 3．2 経 済 統 合 の社 会 的影 響 の 管理
2．3 物 品 の 貿 易 3，3 環 境 の保 全
2．4
2．5
2．6
サ ー ビス貿 易
金 融協 力
輸送
3．4 ASEAN の ア イデ ンテ ィテ ィの推 進
4 開 発 の格 差 の 縮 小
5 実 施 メ カニ ズ ム
（出所）VientianeAct10nProgramme
の戦略目標を提示しており、それぞれの戦略目標はさらに詳しい行動計画を
含んでいる（表2）。開発格差の縮小と実施メカニズムについても計画が示
されている。以下に、経済共同体を中心にプログラムの概要を示す。
1）安全保障共同体と社会文化共同体
安全保障共同体（ASC）は、「包括的な政治・安全保障協力により地域に
おける平和、安定、民主主義、繁栄を強化すること」をテーマとしている。
ASCは包括的な安全保障に同意し、政治と社会の安定、経済的繁栄、公平な
発展をASEAN共同体の基礎としている。対外的には、アジア大洋州地域の
平和と安定を推進し、ARFの推進力としてのASEANの役割を強化すると
ともに対話国との関与を続ける。ASCは、次の5つの戦略目標に従って追
求される。
・政治的発展：政治制度、文化、歴史の相互理解。人権の促進、自由な情
報のための制度的枠組み。法の支配、法制度と法的なインフラ。効率的
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な行政、良い統治。ASEAN民衆議会（APA）などのNGOの参加。汚
職との戦い。
・規範の形成と共有：ASEAN意章制定。ASEAN域外国の東南アジア友
好協力条約への参加。南シナ海行動宣言の完全実施。東南アジア非核兵
器地帯条約議定書の問題点の解決。ASEAN相互法的支援条約、
ASEAN反テロ条約、ASEAN犯罪人引渡し条約の締結。
・紛争防止：軍事関係者の交流などによる信頼醸成。防衛政策の透明性と
理解促進。ASEAN早期啓戒システムの開発。ARFプロセスの強化、
国境を超える問題（犯罪など）との戦い。ASEAN兵器登録システムの
確立。ASEAN海洋安全保障協力。
・紛争解決：平和維持センターの活用。既存の紛争の平和的解決方式の強
化。紛争の管理解決の共同研究。
・紛争後の平和構築：紛争地域への人道支援。紛争の起こった地域での人
材育成と能力開発。ASEAN人道的危機管理支援センター設立。イン
ターコミュナルな緊張の緩和。和解と平和の文化における協力。
社会文化共同体（ASCC）は、「調和がとれ人間中心のASEANにおける持
続的な発展のために人的、文化的および自然資源を育成すること」をテーマ
としている。経済成長は社会的不公平により脅かされ、社会的不公平は政治
的安定を損なうため、社会文化面の行動計画は経済と安全保障に密接に関連
している。ASEANの人的、自然および文化的資源は、経済成長のための資
産である。ASCCは、次の4つの戦略目標を持っている。
・．思いやりのある社会の共同体構築：農村開発、貧回削減による恵まれな
い人々の生活向上。教育へのアクセス。子供、女性、高齢者、障害者の
社会的リスクの削減。貧困問題、社会福祉への市民や民間部門の参加。
女性と青年の労働力への参加。健康問題。HIV／AIDSおよび他の感染
症の拡大防止。食料安全保障。災害に強い社会。薬物汚染のない
ASEANの2015年までの実現。科学技術。
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・経済統合の社会的影響の管理：技術訓練機関のネットワークによる人材
育成。政府の労働市場のモニター能力の強化。社会保護とリスク管理シ
ステム。
・環境保全：（環境管理）グローバルな環境問題への取り組み。図境を超
える煙害の防止。クリーンでグリーンなASEANの確立。廃棄物ゼロ。
都市環境問題。環境政策、法制、標準とデータベースの調和。（自然資源
管理）沿岸と海洋環境の管理。生物多様性の保全。水資源の維持管理。
土地をベースとする資源の維持管理。森林資源の維持管理。環境と調和
する鉱物資源管理。
・　ASEANアイデンティティの推進：教育、芸術やスポーツ交流などによ
るASEAN意識とアイデンティティの滴養。ASEANの文化遺産の維持
と促進。ASEANの文明、文化、宗教の深い理解のための対話。国際社
会におけるASEANの地位向上。
2）経済共同体
種済共同体（AEC）は、「緊密な経済統合を通じて経済成長と発展のため
の娩争力を増強すること」をテーマとしている。AECは、単一の市場と生産
基地として機能し、物品、サービス、熟練労働者の自由な移動と資本のより
自由な移動が行われる、安定し、繁栄した、強い競争力を持つ地域が公平な
樫済発展、貧困と社会経済的な不均衡の是正と共に実現するというASEAN
の願望の実現である。そのための戦略は、財と要素市場における統合の深化
と拡大を含んでおり、既存の2010年までの統合イニシアチブと方策の実施を
強化し、HLTFの提言した優先11分野の統合の加速という新たなイニシアチ
ブを実施し、可能な範閲で物品、サービス、熟練労働者、資本の自由な移動
への障害を取り除く。ASEANが単一の市場と生産基地として機能するため
のあらゆる他の方策を2010年までにまず11優先分野を対象に開発し実施する。
戦略目標は次のとおりである。
・優先11統合分野：資源斌存、技術レベルと労働コスト、付加価値から次
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の11分野から統合を加速する。11分野は2010年までに完全に統合を行う。
（D農産物加工、（塾自動車、③エレクトロニクス、④漁業、（9ゴム製品、
⑥繊維・衣類、⑦木製品、⑧航空、⑨e－ASEAN、⑪ヘルスケア、⑩観
光。11分野では、城内投資の促進、域内に製造業を維持・誘致するため
の条件の改善、城内貿易とアウトソーシングの促進、メイドイン
ASEAN製品の開発などを行う。各分野の統合のロードマップは、枠組
み協定と議定書に提示される。
ASEAN投資地域（AIA）：（投資自由化）ASEAN投資地域協定の範囲
を拡大し、自由化の目標期日を統一、全産業を投資に開放、センシティ
ブ・リスト廃止の予定表に合意、ASEAN内外の投資家に内国民待遇を
与える。（投資円滑化）投資環境の改善、投資政策の評価など。（投資促
進）中国、インド、日本、韓国、米国とEUなどに焦点を絞った戦略的
促進計画の採用とASEAN政略的投資行動計画（SIAP：2004－2008年）
の実施。
物品の貿易：物品の自由な移動は、AECの最低必要条件である。
（∋　関税：関税をASEAN6（インドネシア、マレーシア、フィリピン、
シンガポール、タイ、ブルネイ）は2010年、CLMV（カンボジア、
ラオス、ミャンマー、ベトナム）は2015年までに撤廃する。
（む　非関税障壁：ASEAN非関税措置（NTMs）データベースにより
NTMsの透明性を確保し、撤廃のための範疇を明らかにしスケ
ジュールを策定する。WTOの貿易の技術的障害に関する協定、衛
生植物検疫措置の適用に関する協定、輸入許可手続きに関する協定
との適合の確保。
（勤　ASEAN特恵統合制度（AISP）：AISPを改善し、ASEANへの統合
を急ぐ。
（り　鉱産物貿易：鉱業における貿易と投資の促進
⑤　貿易円滑化：（関税）WTO関税評価協定と世界関税機関などの関税
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関連協定の採用によりASEANの関税構造を統合する。ASEAN戦
略的関税開発計画2（氾5－2010のプログラム実施により関税手続きと
実施を改善するためのシングル・ウインドウの促進。（原産地規則）
AFTAの原産地規則を透明性が高く、予測可能で、他の地域貿易協
定の最善の実施例（ベスト・プラクティス）を考慮した標準化され
たものに改善する。（基準と適合性）相互認証協定（MRA）の枠組
み協定の実施加速、規格と強制規格（technicalregulations）のため
の目標の設定、ASEAN強制規格の制定。（知的財産）知的財産の創
造、商業化、保護、実施と認識などを域内で進め、知的財産権から
生ずるビジネス上の利益を最大化するための協力、ASEAN知的財
産権行動計画2004－2010の実施。
（り　産業協力と企業の育成：（産業協力）域内の産業補完の発展のため
の産業間・産業内リンケージの強化とアウトソーシングの促進、
（中小企業）中小企業の城内と国際生産ネットワークへの参加（統
合）のための多様な支援、ASEAN中小企業行動計画2004－2010の
実施。
サービス貿易：（自由化）：（自由化）2020年以前に段階的な自由化によ
りサービスの単一市場を創出すべく地域統合を加速する。交渉は明確な
目標とパラメーターをもって「ASEAN一Ⅹ」方式で行う。ビジネスパー
スン、専門家、プロフェッショナル、熟練労働者と特殊才能保持者の移
動の円滑化。（観光）ASEANへのおよび城内の旅行の円滑化のため制限
を削減し、観光と旅行サービスを拡大する。
金融協力：サーベイランス・メカニズムの強化、国内金融システム強化、
ASEAN金融・通貨統合ロードマップの一部として金融市場の秩序ある
統合を進める。
輸送：ASEAN輸送行動計画2005－2010により輸送を強化。複合一貫輸
送インフラとサービスの統合と効率化。オープン・エアの加速と航空・
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海運の自由化促進。
・通信とIT：ICTサービスへのアクセス、情報インフラの構築、規制政
策における協力と支援、電子政府・電子商取引・電子社会によるデジタ
ル機会。ITサービスへの貿易・投資促進。ICT人材育成。
科学技術：人材育成、研究・技術開発、技術サービス、CLMVへの支援
（ASEAN－help－ASEANプログラム）。
・エネルギー：ASEANエネルギー協力計画2004－2009の実施により持続
的なエネルギー開発を進める。ASEAN電力網、ASEAN横断ガスパイ
プライン、石炭、エネルギー効率化と保存、再生可能エネルギー、地域
エネルギー政策と計画などを含む分野別行動計画の実施。
・食料・農林業：域内と域外との貿易および投資により食料、農林業の競
争力強化。
・制度面の強化：（紛争解決メカニズム）助言、協議、法的なメカニズム
による紛争解決と共通法的枠組みの創設。（統計）ASEANのイニシア
チブへの統計面での支援と統計の提供。
対話国との経済関係：FTAおよびCEPs（CIoseEconomicPartner－
ships）締結による貿易・投資の促進。中国、日本、韓国、米国、豪州、
ニュージーランド、インドなどとのリンケージと協定締結による協力の
推進。
3）開発格差縮小と実施メカニズム
開発の格差縮小については後述する。
実施メカニズム：ASEAN共同体に向けての加盟国の協力に、信頼醸成、
調和、特別援助、共同行動、地域統合と拡大の5つのレベルがある。各レベ
ルには、政策イニシアチブ形成、地域の実施メカニズム、能力育成の3タイ
プの開発協力介入がある。VAPの実施メカニズム、資金調達、モニタリン
グと評価は、協力レベルと開発介入のタイプにより柔軟に行われべきである。
VAPの財源は、加盟国の拠出（現物支出を含む）、ASEANの資金、域外
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国の資金の3つであり、相互補完的である。加盟国拠出によるASEAN開発
基金（ASEANDevelopmentFund）を創設し、FSなど大規模なプロジェク
トの初期の事業や機密あるいは戦略的プロジェクトに充当する。対話国、国
際機関からの拠出は重要である。民間部門に直接益する活動には民間資金の
提供を奨励する。
（4）優先分野の統合のための枠組み協定
1）協定の内容
2004年の首脳会議で調印された「優先分野の統合のための枠組み協定」は、
物品の貿易をはじめ、サービス貿易、投資、貿易・投資円滑化など広範な分
野での優先11業種の統合への措置を明らかにしている191。また、付属の分野
別統合議定書により分野別の統合へのロードマップが示された棚。
①物品の貿易では、11優先薬種についてASEAN6は2007年1月1日、
CLMVは2012年1日目］までにCEPT関税を撤廃するとした。ただし、品
目数の15％を上限として例外品目をネガティブ・リストとすることが可能で
ある。非関税措置（NTMs）については、NTMsデータベースを2004年6月
30Elまでに作成、貿易障壁となっているNTMsを明示、NTMs撤廃プログ
ラムの策定を2005年12月31日までに行う。WTOの輸入許可手続き協定を
2004年12月31ETまでに行う。ASEAN統合特恵プログラムの対象範囲の拡大、
などが定められている。
②サービス貿易では、2020年以前にサービス貿易の自由化を行うために各交
渉での段階的自由化の酎票とスケジュールを明確化する。優先分野は2010年
までに自由化を加速、2008年1月1日までに相互承認条約（MRAs）の作成
を加速、「ASEAN－Ⅹ方式」の採用などが規定されている。
③投資については、2004年から「ASEANMX方式」によりASEAN投資地域
（AIA）枠組み協定でのセンシティブ・リスト（SL）を一時的除外リスト
（TEL）に移行する。2004年からSLの投資制限措置を削減し、TELの投資
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制限措置をASEAN6については2010年12月31日、ベトナムは2013年、カン
ボジア、ラオス、ミャンマーは2015年までに撤廃する。2005年12月31日まで
にASEANの投資促進のためのプログラムと行動を明らかにする。2∞5年
からアウトソ，シング促進のためASEAN自由貿易区（FTZ）ネットワーク
を設立する。外国直接投資促進のため円滑化促進措置をASEANが合同し
て行う。ASEANからCLMVへの投資への特別インセンティブ供与と特に
労働集約型製造業投資へのASEAN6での特別措置。
④貿易円滑化では、原産地規則を20根年12月31日までに、実質的変更基準を
取り入れ、透明性が高く、予測可能で標準化されたものに改善する。通関の
迅速化と手続きの簡素化のためにASEAN共通関税コード（AHTN：
ASEANHarmonisedTariffNomellClature）を域外貿易に適用し、2005年12
月31日までに税関申告書を統一する。2004年までにCEPT用のグリーン
レーン（優先通関レーン）を完全導入し、20餉年12月31日までにWTO関税
評価条約の義務を完全実施するとともに各国の税関がサービス約束を採用す
る。また、2005年12月31日までに貿易文書の電子化を含むシングル・ウイン
ドウを導入する。
規格と適合性については、相互認証協定と製品任意規格（product
Standard）および強制規格の導入のために次のような措置をとる。2005年1
月1Eほでに優先業種にMRAsを導入。国家認証機関により承認されてい
る検査機関の検査報告を各国が承認するように奨励する。2005年12月31日ま
でに優先業種の任意規格を共通化する目標とスケジュールを決定2010年12月
31日までに強制規格の共通化あるいは導入。WTOの関連協定との整合性を
確保し、2005年初めまでに経済共同体実現を進めるための基準統一協定を導
入。
⑤ロジスティックス：サービスについては、貨物輸送の円滑化についての枠
組み協定（ASEAN FrameWOrk Agreement on the Facilitation ofGoods
inTransit）と複合輸送についての枠組み協定（ASEANFramework
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AgreementonMultimodalTransport）の迅速な実施により効率的なドア・
ツー・ドアおよび国境を超える貨物輸送を行う。陸運の海運と空運との接続、
inter－COnneCtivity，inter－Operatlvity，interTmOdalityを実現し、陸運のネッ
トワークインフラとサービスを改善する。ASEAN域内の海運・水運サービ
スを強化する。輸送インフラとロジスティックす施設とサービス整備への民
間の参加。
⑥旅行の円滑化については、2004年12月31日までにASEANへの国際旅行者
へのビザ発給を共通化、2005年までにASEAN国民の域内旅行者のビザを免
除する。
⑦ビジネスパースンなどの移動については、2005年までにASEAN旅行
カードの採用を含み、ビジネスパースンの移動の円滑化協定を策定。2005年
12月31日までにビジネスパースン、専門家、プロフェッショナル、熟練労働
者と特殊才能保持者の移動円滑化のための協定を策定し、2008年12月31日ま
でに資格の相互承認協定を完成させる。
⑧他に、ASEAN商工会議所などと提携した貿易投資の促進、知的財産権、
科学技術、人的資源開発での協力が含まれているが具体的計画や目標期限は
設けられていない。
2）ロードマップ
優先分野（木製品165品目、自動車1103品日、ゴム製品270品目、繊維1183
品目、農産物加工106品目、漁業177品冒、エレクトロニクス1077品目、e－
ASEAN683品目、ヘルスケア245品目）の品目数は4275（IIS8桁）である。
重複する品目が736品目あり、品目ごとに合計すると5009品目ある。
ASEAN事務局によると、優先分野は品目数で40％、2（カ3年の城内貿易額の
劉％超を占める。ただし、品目数の15％はネガティブ・リストとして除外で
きるとなっており、合計で9カ国5009品目（HS8桁）が指定されている（表
3）。これらの品目は、ASEAN6は2010年、CLMVは2015年に関税が撤廃さ
れる。シンガポールのネガティブ・リスト品田はない。
－83－
表3　優先統合9分野のネガティブ・リスト品目数
ブ ル ネイ イノい、 7 マ レーシ7 7月 ビン タイ ベ トナ ム ラ オス ガンボゾ7 ミーン7－ l汁
毅 廃物 加 工 0 16 8 10 20 0 0 19 3 76
自動 唯 128 516 485 443 173 235 21 94 315 2440
e－ASEAN 162 32 37 ユ 131 42 0 2銅 70 769
エ レク トロニ クス 322 52 45 2 236 42 0 m 82 107ノI
漁 業 0 7 36 14 26 0 0 11 23 117
ヘ ル ス ケア 21 5 13 9 的 41 16 29 58 282
ゴム 製品 80 58 68 21 幻 11 0 67 76 ．1鋸
繊維 ・ア パ レル 0 11 3 129 2‘1 2（垢 8 127 1 509
木 製品 33 0 12 25 52 0 0 30 0 152
粛 746 697 707 6封 835 577 45 鋤 658 5混
（柱）漁業は水産品である。e－ASEANとエレクトロニクスは一般機械と電気機械製
品から主に選ばれており、重複する製品がある。ヘルスケアは医療用晶、ゴム
製の衛生・医療用品、コンタクトレンズ、医療層電気機器、化粧品などである。
（出所）優先統合分野分野別議定書により作成
優先統合分野は、分野別議定書が合意されており、統合に向けての措置と
対象品目と例外（ネガティブ・リスト）が定められている。統合に向けての
措置は、共通措置（CommonMeasures）と分野別措置（SpeclficMeasures）
が提示され、すべての措置について実施機関と目標期限が示されている。実
施機関は、ASEANレベルの調整委員会やタスクフォース、専門家委員会、
ASEAN商工会議所などである。共通措置は、「優先分野の統合のための枠
組み協定」の項目と措置がほぼ同じである（表4）。共通措置の内容は、障
壁や規制の撤廃から調査や計画の策定まで様々なレベルである。自由化に加
え、規格の統一や相互承認、手続きの共通化など円滑化のための措置などが
数多く実施されることになっている。
業種別措置は、業種により項目および措置数が異なっているが、規格と統
一、相互承認、ASEAN基準の作成、国際規格との統p一などが多い（表5）。
ほかには、データベース作成、情報ネットワークの整備、物流インフラ整備、
人材育成など産業発展のための基盤整備措置が多く提示されている。分野別
には、観光と航空で進展がみられ、物流を12番目の統合分野として追加する
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ことが検討されている。
AFTAが最終段階に差し掛かっていることから、統合に向けての協力分
野がサービス貿易や非関税障壁の自由化と規格の統一、人の移動など円滑化
に移ってきたことを示している。
衷4　共通措置
関税撤廃
非関税錆匪
原産地規関
税閲手続き
箱準と適合性
ロジステイソタス・サービス
アウトソーシングと座乗協力
ASEAN特恵耽合システム
投暦
貿易投寮促進
ASEAN域内留易投棄統計
知的財産権
ビジネスパースン・馴－1家などの移動
旅行のI甘酢化
人的査風間発
2個7年（CLMVは2012年）問税臆腐
データベース作成と撤廃計画など
実質変更韮唯の採用を含む改音など
申告昔の統一と問題化、ンンプル・ウインドウなど
相E認証、規格の統一など
枚倉輸送条約などの実施、塵送インフラ改撥など
アウトソーシング促進など
対象品目拡大など
別阻持匿の削減など
共同の促進部葉など
統計整備
協力の偲進
移動についての協定策定など
ビザ免除、手綴きの共通化
教1巨Jll練
（出所）ASEAN優先分野統合議定書により作成
表5　業種別措置
農産物加工
1 衛生椚 物検疫 、貿 易の技術的障¶ ASEAN徐経 基唯の作成な と‘
！ 園内胤格の国際規格 への龍 一一 食品の国内姐櫓 と国際規格の統一 など
3 地域及研 耶 細 腰 との整合性 HACCPなど国際勅格の通用
4 検査機l鋤の酎化 ASEAN 中央 検査機 間の設 、T
° 娘別規格の礼 一 柄 丘承認脇定な ど
6 研究 ・聞発 と人的嚢 服間発 炎同研究な ど
7 情報 災晋についての ASEAN 早期啓戒 システム
空運
l 航空貨物サ pビスの 自由化 ASEAN 航空サMビス党 ．11による白l＝ となと
2 旅客輸送サ ービス r＝h化 ASEAN 大での旅客 輸送の「1山化 なと‘
3 キャパシテ ィ・ビルデ 1ング プログラム強 化
ー85
自動車
1
貿易 ・投資促進
AlCO，CEPT スキームの効果的実地 自動車産薬に関連 した問題 点の改 選など
2 規格と統 → 自動準安全規袴、排 気ガスの覧格 の UN－ECE規机 による康一
3 投資 保税地域 ネ ットワーク、自動 市産能への投棄促進 プログラム など
4 ロジステイ ノタスサ ービス
技術力強化
自動革製道能力強化
人的資源開発
訓神 と技能資格
インフラなどの改啓 の捉言
5 裾野産業データベース、自動車部品ポー タルサ イ ト作成な ど
6 嚢格別暖の導入など
かASEAN
1 サー ビス貿易 モー ド1と2におけ る市域 アクセ スと内国民待遇の削駅の撤廃など
2 ビジネス′ト ス ンな どの移動 IT技術者の資格の相 E認 証な ど
3 規格 と適合性 ICT製品の相互認証など
4 ASEAN柏報 インフラ 堰子政 府、電 子商取引の共通枠組みの作成な ど
5 キャパ シテ ィ　 ビルデ ィング デジタル ・デイパ イ ド解消
6 電 子政府 各僅届 け出や免許の オンラ イン化や ピザ、パスポー トの電子 化
7 電 子商取引 電子商取引の法的な承認 と促進
エ レク トロニ クス
1 通関手続 き 貿 易史・沖の互換性における Rosettanetの糾馴化
2 投資 投資促進
3 市場 ・生産基地の統 合 AICO の推進、 アウ トソーシングの促進な ど
4 規格と相互承戊協定 電子電気機器の相互承認実施 。強制 観格の絃 一一など
5 キャパシテ で ・ビルデ ィング R＆D にお ける ASEANCOEの指定 と促進な ど
漁業
1
衛生植 物検疫 、貿 易の技術的障害
品踵安 全管理 システム 食品安全のための品質管理 システムなど
2 区1際慣行 と組格 との窺一一 漁業に間辿 した国際 観格との 調和 との日鰭 と予定 など
3 矧際基準 との 整合性 HACCP など国際栽格の適用
4 検査機 関の強化 ASEAN検査照合機関な ど
5 強肘」規格 の統 一 水産品開姓の衛 生検疫 、技術的障害漕駅の統 一
6 相互滋 証協定 楕互認証協定 の促進
研究開発 研究開発協力強化
人的資源開発 漁莱関係者の訓練 プログラム
情報 災害についての ASEAN 早期喜成 システム
ヘ ルスケア
1 投資 ASEAN の出資比率の拡 大など
2 規格 と適合性 相 互承認協定の調j室な ど
3 キャパ シテ ィ ・ビルディ ング 医 療衛 生分野の訓練プ ログラムな ど
4 人の移動 悪 者と付 痛い 人の ASEAN 内移動 ビザの簡劇化
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ゴム製品
1 検査機瀾 ASEAlqの承認検査横間の利膚
2 規格 ・強制規格 の耗 ・ ゴム製品規格の統 一な ど
3 天然ゴム製品の利用促進 ゴム手袋な ど天然ゴム製品の利用を共同で促進
4 CLMV でのゴム農脚開発 ASEAN6　による支援
繊維 ・アパ レル
】 ASEAN惰浮遊範 絵入区の一般特悪関税における ASEANの惰報蓄積などの問題への取 り軋み
2 アウトソーシ ング ASEAN企 莱問の アウ トソーシング
3 オリジナルデザ イン振 興 オリジナ ルデザ インとブラ ン ドの促進
4 民同部門の協 力 松組 アパ レルウエ ソプサ イ ト開発な ど
5 MFA鳴止の影響調査 MFA廃止 の影響 調査実施
敲光
1 粗光業の 自由化 加速 市塙 アクセス と内国民待 遇
2 ASEAN 扱光促進 とマ リケテ fンダ 典 同での プロモー ションな ど
3 親光投溌 親光 インフラへの投資促進な ど
4 観光規格 環境 に掬す るホテルの規格開発など
5 人的嚢滞朋党 観 光関係 者への嚢桔基準の作成など
6 旅行の円滑化 ASEAN を旅行す る国際 旅行者への査証発給円滑化
木製品
1 木製品脇カ 木材 ・木製品の製品証明機関の協力など
2 共同マー ケテ イング 熟借木材への ネガテ ィブパブ リシテ ィへの対抗 PlLなど
3 投資 プランテーシ ョン、木製品産業への投 蚕の共 同促進
4 人的資i股間発 デザイ ン、加工 、家具製造での共同調練
（出所）ASEAN優先分野統合議定書により作成
（6）格差縮小
ASEAN内の格差、すなわちASEAN6とCLMVの経済格差は極めて大き
く、格差是正が統合の進展のための大きな課題となっている。2000年11月の
第4回非公式首脳会議で、格差是正の各種のイニシアチブを統合する
「ASEAN統合イニシアチブ（InitaitiveforASEANIntegration：IAI）」が
合意され、人的資源開発、情報通信技術とインフラストラクチュアの3分野
を重視することとしたl山。2001年7月には、「緊密なASEAN統合のための
格差縮小についてのハノ　イ宣言（HanOiDeclarationonNarrowing
DevelopmentGapforCloserASEANlntegration）が外相会談で採択された。
同宣言では、地域経済統合を加えた4分野を重点分野とした。2002年11月の
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首脳会議で作業計画（Workplan）を実行することを約束した。CLMVに加
え、ASEAN6の後進地域の開発支援もIAIに加えられた。
2003年の第二ASEAN協和宣言では、IAIとRIA（ASEAN統合のための
ロードマップ）によりCLMVとの開発格差に取り組み、CLMVの統合を加
速することが提示されている。ビェンチャン行動計画（VAP）では、開発の
格差の縮小として3つの共同体と並んで項目を設け、開発における協力を通
じて共に前進するをテーマとしている。目標は、一人当たりGDPと人間開
発指標における格差を、2010年、2015年、2020年までに縮小することである。
戦略は、公平かつ包括的な開発により後発国の統合を加速することである。
ASEAN統合イニシアチブ（IAI）を強化し、IAICLMV作業計画を拡大、
採化する。経済統合のコストを最大とし、経済的な混乱というコストを最小
にし、コストは域内で公平に負担する。プログラムには後発国の貿易と要素
表6IAI作業計画プロジェクト（2006年7月時点）
完了 実施中 その他 計
インフラ 輸送
エネルギー
7
8
2 3 12
8
人的資源開発 公共部門能力養成 22 9 7 38
労働と雇用
高等教育
6
1
3 3 12
1
ICT 11 1 10 22
地域経済統合 物品の貿易 6 3
4
3 12
税関 3 6 9
規格 5 2 11
投資 1 1 1
観光 1 1
総括的プロジェクト 7 1 8
計 77 22 36 135
（出所）ProgressoflAIWorkPlan
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市場自由化への協力が含まれる。
CLMVについては、6カ年IAI作業計画（2002年7月、2008年6月）が実
施されている。作業計画は、インフラ、人的資源開発、ICT、地域経済統合
を優先分野としている（衷6）。2005年11月の中間レビューでは、エネルギー、
投資環境、観光、貧困削減と総括的プロジェクトの追加が提案されている。
20髄年7月時点の進展状況報告によると、135プロジェクト中、資金調達完
了が116件、部分的調達が4件、拠出機関とのマッチング中が4件、末調達が
11件となっており、85．9％が資金調達済みであるHJ’。このうち、施行完了プ
ロジェクトは77件、実行中が22件、計画中が17件となっている。分野別にみ
ると、人的資源開発が51件、地域経済統合が33件、ICTが22件、インフラが
22件となっている。ASEAN6の拠出旗をみると、作業計画にはシンガポー
ルが最大で2155万ドルを拠出している（表7）。プロジェクト数ではマレー
シアが47作で最大である。2国間ベースでは、タイが最大で1億ドル、97件、
シンガポールが5250万ドルで9件、マレーシアは件数が62件とタイに次いで
いる（表8）。
シンガポール、タイとマレーシアの3国が金額、件数で大きい。ASEAN
以外では、日本、韓国、インド、ノールウェイ、EUが上位5ドナーであり、
衷7IAIプロジェクトへのASEAN6の拠出額
（2006年7月時点、単位：1000ドル）
プ ロ ジ ェ ク ト数 拠 出 額 シ ェ ア
ブ ル ネ イ 7 15（氾 5．30％
イ ン ドネ シ ア 5 599 2．10％
マ レー シア 47 4080 14．40％
フ ィ リ ピ ン 3 31 0．10％
シ ン ガポ ー ル 11 21554 76，30％
タ イ 13 481 1．70％
計 86 28246 1（沿．00％
（出所）衷6と同じ
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表8　ASEAN6の2国間ベースのIAI拠出額
（2006年7月時点、単位：1∝）0ドル）
プ ロ ジ ェ ク ト数 プ ロ ジ ェ ク トコ ス ト
ブ ル ネ イ 4 359
イ ン ド ネ シ ア 18 135
マ レ ー シ ア 62 5874
フ ィ リ ピ ン 31 262
シ ン ガ ポ ー ル 9 52495
タ イ 97 1（氾358
合 計 221 159483
（出所）表6と同じ
合計で1439万ドルとなっている。日本は、日・ASEAN総合交流基金
（Japan－ASEANGeneralExchangeFund）、日・ASEAN連帯基金（Japan－
ASEANSolidarityFund）、JICA、JODCなどが資金を提供している。
ASEAN統合特恵システム（AISP）は、2002年から開始されており、
ASEAN内の先進国であるASEAN6がCLMVからの輸入品に特恵関税を
適用する制度である。対商品国は農産物が多いが国により異なっており、特
恵税率は0％が多いが5％以下となっているものもあるく1㌔
（7）2005年と2006年の動向
2005年12月の第11回ASEAN首脳会議では、ASEAN擬済共同体の実現を
2020年から2015年に前倒しする可能性について議論され、今後閣僚レベルで
検討されることになった1141。また、ASEAN恵章（Charter）の制定が合意
され，ASEAN憲章制定に関する宣言が調印された11㌔ASEAN憲章は、
1974年の第7回閣僚会議で検討することが合意されたが、具体化しなかった
ものである。ASEAN共同体構築を支えるための法的・制度的な枠組みであ
り、バンコク宣言を基盤としており法的基盤が弱かったASEANの法的位置
づけを明確にし、ASEANの諸機関の機能、管轄分野を決定するとしている。
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憲章制定に向けて賢人会議が作れられ、提言を行うことになっている。憲章
は、ASEANに法的な基盤を与えるものであり、ASEANを制度的に強化す
ることになる。宣言では、国内問題についての不干渉、コンセンサスによる
意思決定などの原則が確認されているが、一方でASEANの既存の協定が
法的な拘束力をもつことを確認している。
経済校合では、優先分野以外のサービス貿易の自由化を2015年末までに実
施するべく加速することが合意された。9月の経済閣僚会議では、サービス
貿易の4つのモードの自由化のロードマップを高級事務レベルで作成するこ
とを決めている。ASEAN電気電子機器統一規格のための相互承認協定、エ
ンジニアリングサービス相互承認協定、ASEANシングル・ウインドウ創設
実施条約が調印された朋。シングル・ウインドウはタイとフィリピンで2005
年末までに試験運用され、ASEAN6では2008年、CLMVは2012年までに導
入されることになっている117－。
20（施年8月の経済閣僚会議では、統合に向けて多くの決定が行われたりS。
ASEAN経済共同体の実現を2020年から2015年に前倒しすることを12月の首
脳会議に勧告することで合意した。優先統合分野については、ロジスティッ
クスを新分野として追加することが議論された。ロジスティックスのロード
マップは2007年4～5月までに作成される。ロジスティックスは、優先統合
分野の枠組み協定とロードマップで統合のための措置が打ち出されるなど重
視されてきた分野である。サービス貿易は、サービス貿易自由化の第4ラウ
ンド（2005年1月開始、2006年末終了）で交渉されている第5自由化パッ
ケージの約束についての議定書を2006年の首脳会議で調印することが合意さ
れた。第5パッケージでは、ヘルスケア、情報通信技術、観光、建設、ビジ
ネスサービス、輸送、通信、教育のサブセクタ一朗セクターのうち70セク
ターの自由化オファーを行なわねばならない。また、サービス貿易自由化を
2015年から2007年に前倒しするメカニズムの作成を高級事務レベルに実施さ
せることにした。相互承認協定については、看護師の資格についての協定が
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2006年の首脳会議で調印される見込みである。
非関税障壁の撤廃については、明確な撤廃期限を持つ作業プログラムが採
択されているが、ASEAN6は2008年、2009年、2010年の3段階、CLMVは
2010年、2011年、2012年の3段階で実施される。ASEAN産業協力スキーム
（AICO）については、30％の現地資本規定の免除を2009年12月まで延長
（2∝）5年には20価年まで延長）することに決定した。
同時に開催されたAFTA評議会では、鉄鋼の原産地規則に実質変更基準
を40％付加価値基準と併用あるいは代替措置として導入することを決定し
たrlg）。ASEAN共通関税率表（AHTN）2002の見直しが完了し、簡素化され
国際基準に合致したAHTN2007が作られることが歓迎された。
2．地域統合の現状
（1）物品の貿易
1）完成段階のAFTA
AFTAによる物品の貿易の自由化は、ASEAN6では完成に近づいている。
ASEAN6では製造業晶はすべて自由化されている。例外品目は文化財など
一般的除外品目と米など一部農産物だけである。関税率を0－5％に引下げ
ることを目標としていたため関税撤廃ではないが、開発途上国でありながら
例外の極めて少ないFTAを実現したことは高く評価すべきである。
2006年8月の経済閣僚会議時の発表によると、ASEAN6のIL（自由化対
象品目）の99．77％が0－5％の関税率となった。さらに、Ⅲのうち関税が
撤廃された品目は65．09％に達した（201。ASEAN6は、2005年以降TEL（一
時的除外品目）はゼロとなっている。その結果、ASEAN6のAFTA平均関
税率は、1993年の12．76％から1．74％に低下した。CLMV（カンボジア、ラ
オス、ミャンマー、ベトナム）は、90．96％の品目がnに移行し、ILの
76．86％が関税率0－5％となった。ベトナムは、2006年1月にTELの残
存晶ElをILに移行させ、ラオスはTELに残存品目がなく、SL（センシティ
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ブ品目）に残る1．9％の品目は2008年までにIlに移される。ミャンマーは、
TELには全品目の0．72％を占める未加工農産物のみが残っており、カンボ
ジアは、22．89％の品目がTELに残っているが、2007年までに比に移行さ
せることになっている。
AFTA（ASEAN自由貿易地域）は、1992年にASEAN首脳会議で合意
され、1993年に城内関税引下げが開始され、2002年（一部品目は2003年）に
当初計画したFTAとして完成した。AFTAは、共通効果特恵関税（CEPT）
という関税引下げスキームにより城内関税を0－5％に引き下げるもので、
当初は2008年までの15年間で関税を引き下げる計画だったが、2度の前倒し
により計画より6年早く実現したものである
AFTAは関税を0－5％へ引下げることを目標としている。そのために、
一時的除外品目を自由化対象品目（IL）に移行し、その関税率を0－5％以
下に引き下げてきた。関税撤廃は、インドネシア、マレーシア、フィリピン、
シンガポール、タイ、ブルネイの6カ国（ASEAN6）が2010年、ベトナム、
ミャンマー、ラオス、カンボジアの新規加盟4カ国（CLMV）が2015年となっ
ている。
詳しいデータがある2005年6月時点の自由化の進展状況を見てみよう。
ASEAN6では、2005年6月時点で自由化晶E］であるCEPT適用品目（IL）
が仝関税品目の98．4％となっている（表9）。関税率が5％以下の品目が全
品目に占めるシェアは97．5％である。自由化の対象外である一時的除外品目
（TEL）はゼロとなった。マレーシアが自動車関連218品目を残存させてい
たが、2005年にILに移行したためである。マレーシアは20髄年3月に自動
車のCEPT関税を完成車は5％に引下げ、現地組立車（CKD）は撤廃した。
インドネシア、フィリピンに残存しているセンシティブ品剛は未加工農産
物、高度センシティブ品目は米である。センシティブ品目は2010年までに0
－5％以下の引下げ、高度センシティブ品目は2010年までにインドネシアと
マレーシアが20％に引下げ、フィリピンは未定である。
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表9　ASEAN6の関税引下げ状況（2005年6月時点）
IL 品 目 5％以 下 TEI一 GEL SL／ HSL
の比 率 品 目の 比 率 品 目数 品 目数 品 目数
ブ ル ネ イ 92．7％ 91．1％ 0 778 0
イ ン ドネ シ ア 98．9％ 98．9％ 0 100 25
マ レー シ ア 99．3％ 96．3％ 0 86 0
フ ィ リ ピン 99．6％ 98．6％ 0 27 19
シ ンガ ポ ー ル 1（泊．0％ 100．0％ 0 0 0
タ イ 1∝L0％ 99．9％ 0 0 0
ASEAN6 98．4％ 97．5％ 0 991 44
（注）ILは適用品目（自由化対象品目）、TELは一時的除外品E］、GELは一般的除外
品H（文化財など）、SLはセンシティブ品目（未加工農産物）、HSLは高度セン
シティブ品目（米）
（出所）ジェトロアジア大洋州諜（原資科はASEAN事務局）資料により作成
表10　新規加盟国の関税引き下げ進展状況（2005年6月）
IL 品 目 5％ 以下 TEL GEL SL／HSL
の 比 率 品 目 の比 率 品 目数 品 目数 品 目数
カ ン ボ ジ ア 45．7％ 23．7％ 3523 134 50
ラ オ ス 93．8％ 77．1％ 0 4朗 203
ミャ ンマ ー 97．2％ 85．6％ 0 59 34
ベ トナム 96．1％ 96．1％ 14 371 27
新 規 加 盟 4 カ国 86．9％ 70．7％ 3748 1028 314
（出所）ジェトロア大課（原資料はASEAN事務局）資料により作成
ただし、新規加盟4カ国の関税引下げは遅れている（表10）。新規4カ国
は、AFTAが始まってからASEANに加盟しており、ASEAN6に比べ、経
済規模が小さく発展段階が遅れており、特別扱いされているためである。0
－5％への関税引き下げは、ベトナム2006年1月、ラオスとミャンマー2008
年1月、カンボジアが2010年1月と別スケジュールになっている。2005年6
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月時点で、関税率5％以下の品目のILに占めるシェアは70．7％である。カ
ンボジアは、IL移行品目が45．7％、5％以下品目が23．7％、TELが3523品
目と引下げが最も遅れている。
2）現実的だったAFTA実現プロセス
AFTAにより域内貿易比率が顕著に増加したとは言えないし、自由化を
遅らせる動きもあった。手続き面での問題も指摘されている。しかし、歩み
は遅いものの、問題の解決への努力がなされ、CEPTを利用した貿易は確実
に増加している。また、ASEANに進出した多国籍企業はAFTAを利用し
て生産体制を再構築しつつある。後述するように、ASEAN中国FTA、
ASEAN韓国FTAはAFTAのCEPTスキームを援用しており、AFTAは
東アジアの地域統合に先行するFTAとして重要性を増しつつある。
CEPTを利用した域内貿易は急速に拡大している。CEPTを利用したタ
イの域内貿易は、20似年は59．2％、2005年1－9月は32．5％の大幅な伸びを
表11タイのCEPTを使った城内貿易の比率（単位：％）
1998 1999 20∝） 2（X）1 2002 2（氾3 2（髄 2（氾5
ブ ル ネ イ 0．4 1．3 0．7 1．4 2．3 2．1 3．2 3，9
イ ン ド ネ シ ア 6．5 12．6 20．8 24．9 23．8 32．1 41．5 45．9
マ レ ー シ ア 11．9 14 12．7 15．5 20．4 20．7 22．2 22．4
フ ィ リ ピ ン 13．1 16．1 14．5 20．2 24．3 31．6 40．4 41．8
シ ン ガ ポ ー ル 0．2 0．1 0．2 0．4 0．9 1．8 2．7 2．7
ベ トナ ム 1．1 9 6．3 8．2 13．8 31．2 33．8 41．5
カ ン ボ ジ ア 0 0 0 0 0．1 0 0 0
ミ ャ ン マ ー 0 0 0 0 0 0．2 0．2 0．2
ラ オ ス 0 0 0 0 0 0．9 3．1 2．8
合 計 4 5．7 6．4 8．6 10．8 15．5 19．3 21．5
（シ ン ガ ポ ー ル を 除 く ） 7．4 10．7 11．5 14．6 17．7 23 27．5 30
（出所）助川成也「束アジアを中心に進展するFTA／EPAとその活用」（日本貿易振
興樺構、2（泊6年6月講演会資料）（原資料はタイ政府商務省）
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表12　マレーシアのASEAN主要国輸出に占めるCEPTを使った輸出比率
（単位：％）
1998 1999 2（沿 0 2Cの 1 2002 2（X ）3 2∝ 姥 2 00 5
ブ ル ネ イ 0 0 0 0 ．8 0，9 0．5 0．3 0 ．8
イ ン ド ネ シ ア 3 ．5 2 ．6 2 ．5 6 ．1 6．8 8 12 ．1 19 ．6
フ ィ リ ピ ン 6 ．9 10 ．3 8 ．7 13 ．1 12．4 17．1 19 ．4 24 ．2
シ ン ガ ポ ー ル 0 ．1 0 ．1 0 ．1 0 ．2 0．3 0 ．8 1 0 ．9
タ イ 3 ．9 8 6 ．8 10．8 11．3 13 16 16 ．2
ベ ト ナ ム 0 ．2 3 3 ．5 8．1 11．3 28 ．9 32 ．6 3 1．7
カ ン ボ ジ ア 0 0 0 ．4 0 0 0 0 ．3 0 ．5
ミ ャ ン マ ー 0 0 0 0．1 0 0 ．9 2 ．2 1 ．7
ラ オ ス 0 0 0 0 0 0 0 0
合 計 1．2 2 1．8 3，2 3 ．6 5 ．3 7 ．2 7．9
（シ ン ガ ポ ー ル を 除 く ） 3 ．8 6．5 5．6 9．3 9 ．8 13 ．2 16．4 18．5
（出所）（出所）助川成也「東アジアを中心に進展するFTA／EPAとその活用」（日本
貿易振興機構、2（X桁年6月講演会資料）（原資料はマレーシア国際通商産業省
資料）
記録した‘2㌔その結果、CEPTを使った域内貿易比率は、2002年の10．8％か
ら2（刀5年には21．5％に上昇している（表11）。関税率が4品目を除いて0％
のシンガポールは輸入に際し、CEPTを使う必要がないためCEPT利用率
は際めて低い。しかし、例えばタイのCEPT使用率をみるとシンガポール
輸出を除き近年急速に高まっており、対インドネシア輸出は45．9％、対フィ
リピンは41．8％に達し、シンガポールを除くASEAN全体では30％となって
いる。マレーシアはタイに比べると低く7．9％だが、徐々に高まっている。
2005年のCEPT使用率は、ベトナム輸出が31．7％、フィリピン輸出が24．2
％であり、シンガポールを除くと全体では18．5％である（表12）。マレーシ
アの2005年のCEPT申請フォーム（フォームD）発行件数は、9万4626件、
金額は29億1000万ドルで前年比28．3％増であるほ㌔
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手続き面では、原産地証明の入手に時間がかかることや手続きが複雑・解
釈が国により異なるなどが民間企業から指摘されていた。しかし、日本貿易
振興機構の調査によると、ASEAN共通関税コ，ドの導入などにより、手続
き面の問題点は改善されつつあり、煩雑な書類手続きなど改善の余地は大き
いものの、比較的スムーズに手続きは流れている。原産地規則についても関
税番号変更基準や部分累積の検討、仲介貿易へのCEPT適用のための原産
地証明発給などより使いやすいものへの改善への努力がされているく㌔
AFTAの実現には多くの障害があった。ASEANは、輸入代替工業化政策
により金属、化学、輸送機械などの産業を育成した歴史があり、高い関税に
守られた既得権益者が存在している。また、CLMVとASEAN6との経済格
差は極めて大きい。1997年には通貨経済危機に見舞われた。また、ASEAN
は城外に対しては団結しているが、一枚岩ではなく加盟国内では対立や紛争
が起きてきた。このような困難に直面しながらも、ASEANは漸進主義によ
り時間をかけながらFTAを実現させてきた。発効と共に多くの品∃の関税
が撤廃される先進国間のFTAに比べるとAFTA実現への過程では多くの
問題があったが、時間をかけた段階的な自由化は開発途上国の集まりである
ASEANには現実的なプロセスだったと評価すべきである。
3）AICO
AFTAに節税を目的とした利用価値があることは、ASEAN産業協力ス
キーム（AICO）が自動車を中心とした多国籍企業に利用されていることに
示されている。AICOは、個別企業のASEAN域内の貿易に0－5％の特恵
関税を適用するスキームで、個別企業ベースでAFTAを前倒しで実現する
スキームである。1996年の導入以来、2005年4月までに129件が認可されて
いる（表13）。国別にみると、85％が日本であり、産業別では89％が自動車
である。ASEAN事務局が発表しているAICO認可リストによると、企業
ベースでは、2005年4月時点でトヨタが32件、ホンダが41件となっており、
日本の自動車会社が活用していることが示されている、ml。AICOを使った
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表13　AICO利用企業の産業別、国別件数（2005年4月時点）
合計 日本 欧米 その他 ・不 明
自動車 ・同部品 115 103 9 3
電機電子 7 6 0 1
その他機械 1 1 0 0
食品 5 0 5 0
その他 1 1 0 0
（注）2（泊5年4月時点で合計129件。自動車・同部品はトヨタ、ホンダ以外には日産、
三菱、デンソ一、サンデン、ボルボ、フォードなど。電機電子はソニー、松下、
三星など。食品はすべてネスレである。
（出所）ASEAN事務局AICO認可リストにより作成
表14　ASEAN城内の完成車輸出
トヨタ タイ ：IMV ピックア ップ トラ ノク、イン ドネシア ：IMV ミニバ ン
いす で タイ ：ピソクア ップ トラ ック 「D－Max」、イン ドネシア ：多 目的車 「パ ンサー」
ホンダ タイ ：アコー ド、シテ ィ、ジャズ 、イン ドネシア ：ミニバ ン 「ス トリーム」
日産 タイ→イ ン ドネシア ：サ ニー、セ フ ィー ロ
三菱 タイ→イン ドネシア、フ ィリピン ：ランサー
マ ツダ フィリピン→ タイ ：トリビュー トⅢ
フ ォー ド タイ ：ピソクア ノブ トラック、フ ィリピン ：乗用 車
（出所）米谷博、「ACFTAはタイ／マレーシアの自動車産業に何をもたらすかJEl本
貿易振興機構講演会配布資料
完成車の輸出も始まっており、ホンダが2002年8月にタイとインドネシア間
でAICOを使った完成車の相互輸出を開始し、フォードも2002年3月にタイ
とフィリピン間でAICOを使って初めて完成車の相互輸出を始めた（表14）。
2006年の経済閣僚会議のプレス発表によると、2007年7月14日時点で208件
の申請があり、141件が認可され、推定貿易額は17億ドルとなっている胤。
（2）サービス貿易
サービス貿易の自由化に向けては、1995年12月にASEANサービス枠組み
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協定（ASEANFrameworkAgreementonService：AFAS）が締結されてい
るく261。AFASは、ASEAN域内のサービス貿易において市場アクセスと内国
民待遇供与を段階的に改善するためのガイドラインを提示している。
AFASは、サービス貿易の4つのモード、すなわち、①越境取引（サービス
の越境）、②国外消費（サービス需要者の越境）、③商業拠点（商業拠点の越
境：海外投資）、（り人の移動（サービス提供者の越境）を対象としている。
AFASは、相当な数のセクター（substantialnumberofsectors）について妥
当な期間（withinreasonabletimeframe）に実質的に全ての差別措置
（substantial1allexistlngdiscriminatorymeasures）と市場アクセス制限を撤
廃することと新たなあるいはより差別的措置を導入しない（スタンドスティ
ル）ことを規定している。また、加盟国がWTOのサービス貿易協定
（GATS）での自由化約束を超えた自由化のため交渉を行うことを定めてい
る（GATSプラス）。また、相互承認協定（MutuaIRecognitionAgreements：
MRA）の交渉に入ることも要求している。AFASの対象については、
ASEAN非加盟国の自然人および非加盟国の人により所有あるいは管理され
ている法人で、ASEANで相当な事業（substantivebusinessoperatlOnS）を
行っていないものを適用対象外とするとしている。
サービス自由化は、ビエンチャン行動計画、優先分野統合のための枠組み
協定と議定書により、加速されている。優先分野は、2010年まで自由化を行
うことになっており、その他の分野については、2005年の首脳会譲で2020年
から2015年に前倒しされている。これは、ASEAN経済共同体の創設が2015
年に前倒しされたためである。また、ロジスティックス（物流）が優先分野
に追加されることが決まっており、優先分野は12分野となる。優先分野の
サービス自由化は、「ASEAN－Ⅹ」方式で進められている。
サービス貿易交渉は、1996年以降、4回の交渉（ラウンド）が行われ、そ
の結果は自由化を約束した分野を示すパッケージとして発表されているく27－。
現在、第4ラウンド交渉の最終段階に入っており、一連の交渉の総まとめと
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位置づけられている第5パッケージは2006年12月に議定書が調印されること
になっている。
第4パッケージまでの自由化対象分野は次の業種である。
①　空運：航空輸送サービスの販売とマーケッティング、コンピュータ予約、
航空機の修理と保守
②　ビジネスサービス：ITサービス、会計、監査、法務、建築、エンジニア
リング、市場調査
③　建設：商業ビル建設、シビルエンジニアリング、据付工事、建設機械の
レンタル
①　金融サービス：銀行、保険、証券、金融アドバイザリー・サービス、消
費者金融
⑤　海運：国際旅客貨物輸送、貯蔵・倉庫
⑥　通信：公共通信サービス、移動電話サービス、ビジネスネットワーク・
サービス、データ・メッセージ配信
⑦　観光：ホテル、飲食店、ツアーオペレーター、旅行代理店
前述のとおり、現在交渉中の第5パッケージでは、ヘルスケア、情報通信
技術、観光、建設、ビジネスサービス、輸送、通信、教育のサブセクター83
セクターのうち70セクターの自由化が含まれる。また、サービス貿易自由化
を2015年から2007年に前倒しする検討も行われることになっている。
サービス貿易自由化では、資格の相互承認が第4モードの人の移動の自由
化のために重要である。そのための相互承認協定（MRA）については、看護
師の資格についての協定が20（姫年の首脳会議で調印される見込みである。ま
た、2005年の首脳会議時にエンジニアリングサービス相互承認協定が調印さ
れている。優先統合分野枠組み協定の議定書では、相互承認協定が多くの分
野で検討されている。
（3）投資
投資の自由化については、1998年10月の経済閣僚会議で、ASEAN投資地
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域（ASEANhvestmentArea：AIA）協定が締結されたは㌔AIAは、2010
年までにASEAN城内投資、2020年までに域外からの投資に対し全産業を
自由化（開放）し、かつ投資家に内国民待遇を与えるものである。ただし、
一時的除外リスト（TemporaryExclusionList：TEL）とセンシティブ・リ
スト（SensitiveLISt：SL）および一般除外リスト（GeneralExclusionList：
GEL）で指定された産業は例外とする。投資政策、規則、手続き、行政プロ
セスの透明性、手続きの簡素化、投資障壁の除去と規則の削減、資本・熟練
労働者・専門家の移動の自由化なども規定されている。TELは、段階的に
削減されることになっており、2001年9月のAIA改定議定書では、ブルネ
イ、インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイは、2003
年1月までに、CLMVは2010年までに製造業をTELから段階的に除くこと
を決定した脚。また、同議定書では、AIAの対象範囲を製造業、農業、漁業、
林業、鉱業およびこれらの産業に付随するサービスに拡大することも決定さ
れている。
2003年の優先分野統合枠組み協定では、優先11分野について、2004年から
ASEAN－Ⅹ方式によりSL対象産業をTEい二移行する。2004年からSLの
投資制限措置を削減し、TELの投資制限措置をASEAN6については2010年
12月31日、ベトナムは2013年、カンボジア、ラオス、ミャンマーは2015年ま
でに撤廃することを決定している。
3．ASEAN経済共同体とその課題
（1）ASEAN経済共同体とASEAN共同体
ASEAN経済共同体は、2002年の首脳会議でシンガポールのゴ，・チョク
・トン首相が地域統合の次の段階はASEAN経済共同体と名づけるべきとし
て提案したものである。ゴー首相および他の首脳は、通貨危機後ASEANの
外国投資を惹きつける力が弱体化していることを懸念しており、統合の深化
が困難に対処する唯一の方法であると確信していた。そして、ASEANは、
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統合に真剣であり、統合の明確な目標を持ち、そのための明確なステップを
持っていることを投資家に理解させねばならないと考えていたことが経済共
同体という言葉を使用した理由となっている、罰ン。
ASEAN共同体を構成する3つの共同体のうち、内容とロードマップが比
較的具体的に示されているのは経済共同体である。ベラ・バラッサによると、
地域統合の発展段階は、自由貿易地域（FTA）、関税同盟、共同市場、経済
同盟、完全な統合とされており、欧州の地域統合はほぼこの順序で発展して
いる。ASEAN経済共同体は、第二協和宣言では「物、サービス、資本が自
由に移動する」「単一の市場および生産基地」とされている。物、サービス、
資本が移動するのは共同市場であり、単一市場とは異なるとの指摘もある。
単一市場を単一価格が成立する市場と定義すると経済格差と物価水準が大き
く遠いASEANで単一市場が成立するのは困難であろう（3D。
物の貿易については、AFTA、サービス貿易はAFAS、投資については
AIAにより統合を進めている。この3つのメカニズムが経済共同体の積み
石（Buildlngblok）になる。通関業務の円滑化、人の移動、相互認証、紛争
解決についても取組みが始められている。こうした統合に向けての措置の中
では、AFTAによる関税障壁の撤廃が最も進展しているが、内国民待遇は、
AFTAでは規定されておらず、非関税障壁の除去はデータベースが作られ
た段階である。サービスなど他の分野の自由化と円滑化は遅れている。
経済共同体については、「共同市場マイナス」と「FTAプラス」という構
想が提案されている‘3㌔共同市場マイナスは、ASEAN－ISIS（戦略・国際問
題研究所）が報告書「ASEAN経済共同体に向けて」で提案しており、FTA
プラスはシンガポーJt／の東南アジア研究所（ISEAS）が「ASEAN種済共同
体についての概念ペーパー」で提言している。これらの提言は、高級レベル
タスクフォース（HLTF）の提言で利用されている。ASEAN経済共同体は、
財の自由な移動に加え、サービス、投資、規格や資格の相互承認、人の移動、
資金の移動の自由化を進めるが、国や分野によって例外（参加・自由化の選
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れ）を認めるというものものになると考えられる。インドネシアの国際戦略
問題研究所（CSIS）のハデイ・スサストロ所長は、共同市場マイナスは人の
移動の自由化を除外することを意味すると説明し、専門家や熟練労働者の自
由な移動は受入国と送り出し国双方とも実施が困難であると説明してい
るくおっ。ASEAN内の経済格差を考えるとこうした段階的で柔軟な自由化は
妥当であろう。
AFTAの次の段階の統合として関税同盟もとりあげられている。シンガ
ポールとブルネイはすでに対外関税を実質的に撤廃しているため、インドネ
シア、マレーシア、フィリピン、タイで関税同盟を形成し、ベトナム、ラオ
ス、ミャンマー、カンボジアで別に関税同盟を形成し、2つの関税同盟間で
FTAを作るという構想が提案されている13㌔
ASEAN共同体は、ASEAN経済共同体の提案に起源を持っている1351。安
全保障共同体は、2003年のバリ首脳会議の議長国のインドネシアが積極的に
提案し、第二協和宣言に盛り込まれたものである。その理由として、当時の
ASEAN事務局長だったロドルフォ・セベリーノは、自国産業の国際競争力
に自信を持っていなかったインドネシアは急速な経済統合の進展に消極的で
あり、首脳会議の議論が経済共同体を中心とする経済問題に支配されること
を懸念しており、インドネシアが議長国として主導的な役割を担えなくなる
だろうと考えていた。そのため、政治と安全保障をテーマに入れ、経済問題
とのバランスをとることを考えたと指摘しているlボl。さらに、インドネシア
は、自国の分離独立運動を行っているグループへの近隣国からの武器の流入
に懸念を持っていたことなどもあげられる。2003年から2004年にかけての安
全保障共同体の議論では、テロ、武器の密輸と資金洗浄などへの懸念から、
インドネシアはASEAN平和維持部隊（ASEANpeacekeepingforce）の設
立を希望しており、2012年までに設立することがASEAN安全保障共同体の
行動計画の原案に入れられた。しかし、シンガポールとベトナムが平和維持
部隊の創設は時期尚早であると主張して行動計画案からは除外されたほ7′。
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社会文化共同体は、フィリピンが提案により、取り入れられたもので、
ASEANが政治、経済だけでなく、健康、教育、環境、生活の質、弱者など
「人々（people）の問題」もASEANが取り組んでいることを世界に示した
いことが理由となっていた胤。社会文化共同体は、3つの共同体の中で最も
進展が遅れている。アジェンダは、社会や教育問題の寄せ集めであり、具体
的なプログラムやタイムテーブルが不十分である。その理由として、セベ
リーノ元ASEAN事務局長は、社会文化共同体で取り上げられているアジェ
ンダの多くは、国内閉篭として対処する性格の問題であり、地域で対応すべ
きことと各国政府がみなしていないことを指摘している働。
（2）展望と課題
ASEAN共同体は、経済共同体が最も進展しており、実現へのロードマッ
プも具体的なものとなっている。ただし、その内容は、「不完全な共同市場」
である。そのため、経済共同体が創設される2015年以降もサービス、投資、
資本、人の移動の自由化、円滑化は継続されることになる。たとえば、
ASEANの経済統合の専門家であるデニス・ヒュー博士は、2010年のAFTA
完成に続いて、（》2020年までに物品、サービス、投資、資本、労働のより自
由な移動を実現、（92030年までに関税同盟を創設、③2050年までに物品と投
資の完全な自由化と労働と資本の自由な移動が実現する共同市場を創設する、
の3段階で潅済統合が行われると考えているし4㌔
経済共同体に向けての自由化と円滑化は実施されつつあり、特に関税は0
－5％の自由化から撤廃を行う段階に入っている。ASEAN6では、すでに
65％の品目の関税が撤廃されている。しかし、非関税措置の撤廃やサービス
貿易の自由化の進展は遅れている。ロイドによると、共同市場実現に必要な
政策・措置について、物の貿易、サービス貿易、資本の移動、人の移動の4
分野について、国境措置、国内措置、複数国措置に分けて、実施状況を評価
している（表15）。それによると、多くの政策・措置が不十分な状態となっ
ている。たとえば、物品の貿易では、関税の0－5％への削減はほぼ実現し
－1（減－
ているが、非関税障壁の撤廃とと内国民待遇は全く不十分である。
表15　財の市場の統合のための措置
国境措置
△工業品関税撤廃
工 業品 NTB sの撤 廃 △
農業貿易歪曲措置撤 廃 △
政府調達制限撤廃 ×
輸 出インセ ンテ ィブ禁止 ×
反 ダンピング措置の禁止 ×
国 内措置
×内 国民待遇
貿易歪曲的補助金禁 止 ×
複数国措 置
△製品規格の収赦
製品規格の相互承認 △
（1主）○は措置が実施され自由化・円滑化が実現していること、△は措置が実施され
ているが不完全であること、×は措厭が実施されていないことを示している。
（出所）PeterJ．Lloyd．‘whatisaSingleMarket？AllApplicationtotheCaseof
ASEAN，ASEANEconomicBulletinVo122．No，3December2005
表16　サービス市場統合のための措置
国境措置
△市場 アクセス
ビジネスパー ソンの短期移動 ×
国内措 匿
△内国民待 遇
複数国措 置
×労働資格 の相互承認
（出所）表15と同じ
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表17　投資自由化のための措置
国境 措置
（〕内国民待遇
拠点設立 ∠ゝ
資本 ・利益 の送 金 ○
国内措置
○内国民待遇
パ フォーマ ンス要求禁止 ×
外国投資へ の優 遇措置票止 ×
投資保護 ○
複数国措置
×ビジネス関連法制のハ ーモ ナイゼ ーシ ョン
二重課税防止協 定 ・投資協定 ○
ビジネス関連 税制のハーモナイゼ ーシ ョン ×
（出所）表15と同じ
表18　人の移動に関する措置
国境措置
×自然人の短期移動
自然人の恒久的移動 〉く
国内措置
×資格の相互承認
（出所）表15と同じ
表19　共通政策に関する措置
競争法の収赦 ×
競争 についての 2回間協 力 ×
知的財産権 ○
通貨 同盟 ×
財政制度の統一 ×
（出所）表15と同じ
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したがって、経済統合の実現向けて、さらに自由化と円滑化措置が実施さ
れねばならない。
大きな課題は実効性である。統合に向けて多くの決定が行われているが、
実施が遅れ、例外措置がとられるため、実効性が上がらないという問題であ
る。たとえば、関税は0－5％となっていても、外国品に不利な形で内国税
が斌課される、輸入割当分を超えるとCEPT関税が通用されないなどの問
題がしばしば指摘されている。そのため、縫済統合に向けての制度的な強化
が課題として認識されるようになり、ASEAN憲章の策定、事務局の強化、
紛争解決メカニズムの強化が検討されている。憲車の内容は賢人会議の提
言を得たねばならないが、従来に比べ、機構としてのASEANを制度的に強
化する方向に進むのは確実であろう。ただし、EUのように主権を委譲する
のではなく、経済統合に向けての諸協定に法的拘束力を持たせるものになる
と考えられる。
ASEAN憲章については、2007年1月の首脳会議で「ASEAN憲章の指針
に関するセプ宣言」を採択し賢人会議の報告を指示、高級レベルタスク
フォースに起草作業を2007年11月の次回首脳会議までに完了するよう指示し
た細。賢人会議の報告書は全会一致を原則としながら投票による意思決定
を採用すること、協定違反に対する罰則（権利停止など）の導入などを提言
している14㌔
紛争解決メカニズムの強化がIILTFで提案されている。HLTFは、具体
的な措置として、（p通商法の専門家が貿易紛争について法的な助言を行う
ASEAN法律ユニットをASEAN事務局に設置する、②貿易投資問題の解決
のための協議を行うACT（ASEANConsultation）の設立、③WTOの繊維
・繊維製品監視機関をモデルとし、合意が実施されない場合に紛争に関与し
ていない回がレビューを行い、その結果を公表するACB（ASEAN
ComplianceMoniteringBody）の設立、④ASEAN紛争解決メカニズム
（DSM）を迅速かつ法的拘束力のある決定を行えるようする、ことが提案さ
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れた。
一方で、ASEANの多様性と経済格差を考慮すると、実施可能な国から措
置を実施していくという「ASEAN一Ⅹ」方式を一部で採用するという柔軟な
対応を続けることが現実的であろう。「ASEAN－Ⅹ」方式は、1992年の
ASEAN経済協力促進枠組み協定で合意されており、実行可能な国から合意
事項を実行していく方式である。サービス貿易と投資は、「ASEAN－Ⅹ」方式
で自由化を進めている。さらに、2国以上が他国の合意の有無に関わらず、
合意措置を実施するという「Two＋Ⅹ」も2003年のバリでの首脳会議で合意
されているく㌔
安全保障共同体と社会文化共同体は、すでに具体的な成果をあげ工程表
（ロードマップ）で進展している経済共同体に比べると、進展は遅れている
し、プログラムも総花的であり、コンセプトも曖昧である。経済共同体構想
から脈生的に生まれた安全保障共同体と社会文化共同体であるが、重要なこ
とは、共同体創設が合意され、不完全ながら創設へのプロセスが始まったこ
とである。ASEANの意思決定と目標実現の方法は、曖昧であり、柔軟であ
るとともに時間をかけるものであった。こうしたやり方は、経済格差と政治
や制度面の相違が極めて大きなASEANの実態に適していたといえるくdン。
安全保障共同体と社会文化共同体は、プロセスを進める中でより具体的に
なっていくと考えられる。
4．おわりに
ASEANと日中韓3カ国は、東アジアFTAの創設に合意し、現在民間専
門家による研究を行っている。東アジアでは、多くの2回間FTAが作られ
つつあるが、重要なのは、ASEANと日本、中国、韓国との3つの「ASEAN
プラス1」FTAであり、ASEANは東アジアFTA形成に向けてのハブに
なりつつある。
ASEANの役割が重要になりつつあるのは、中国とのFTAがASEANと
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のFTA競争を引き起こしたこと、「北冷南熟」といわれるように北東アジア
のFTAが全く遅れていること、日本あるいは中国がイニシアチブをとると
その他の国の反発を招くこと、などによる。また、東アジアの地域協力が、
ASEAN首脳会議に日中韓が参加する形で進められてきており、ASEANが
主導するのは当然というASEANの自負もあろう。
2006年のASEANプラス3首脳会議と東アジアサミット（ASEANプラス
3にインド、豪州、ニュージーランドが参加）の大きなテーマは東アジア共
同体だった。東アジア共同体の内容の議論は全くなく、2007年に向けて共同
宣言を作成することとなった。
東アジアで共同体形成の面で最も先に進んでいるのはASEANである。
ASEAN加盟国には隔絶した経済格差があるし、民主主義国家と独裁国家が
並存している。宗教や文化的な違いも極めて大きい。過去には加盟国間の戦
争や領土紛争があり、今でも反感や対立要因は存在している。こうした困難
の中で共同体にまで地域統合を進めているASEANの知恵と経験は、東アジ
アは、極めて多様で擬済格差や政治体臥価値観の違う国の集まりである東
アジアの地域統合でも重要である。
ASEANの地域統合は、関税撤廃（AFTA）からサービス貿易、規格の
ハーモナイゼーション、人の移動などの自由化に政策の重点が移りつつある。
財の市場の開放から要素市場の開放に移ってきたとも言えよう。AFTAに
よる物品の貿易の自由化は、関税撤廃の面ではほぼ完成段階に近づいている
が、非関税障壁や規格の統一はこれからの重要な課題である。関税撤廃は、
関税率の改定として進展状況が把握できるし、域内貿易におけるAFTA
（CEPTスキーム）の利用状況は、タイやマレーシア政府が発表しているた
め確認できる。非関税措置やサービスの自由化は、実態の把捉が難しく、進
展状況も確認しにくい。
2015年に経済共同体を実現するためには、非関税障壁の撤廃、サービス貿
易自由化、投資自由化、規格のハーモナイゼーション、さらには共通政策の
－109－
導入を進めていかねばならない。
ASEAN経済共同体の研究は次のような意義を持っている。まず、多数の
日本企業が進出し、事業展開を行っている地域であり、日本企業、日本経済
への影響が避けられないため、何がおきつつあるか正確に把握する必要があ
ることである。次に、東アジア各回が首脳会議で合意した東アジアFTAと
東アジア共同体にASEAN経済共同体は少なからぬ影響を及ぼすと考えら
れることである。3番目に欧州の地域統合と異なったアジアの統合のモデル
を考察するのにASEAN共同体がどのように形成されつつあるかを理解す
ることは不可欠なことである。ASEANは、歴史や文化、政治状況、経済格
差などを考慮し、各国の独自性を尊重しつつ統合を進めてきた。そうした流
儀には賛否両論があるが、今後も修正を加えながらも継続すると考えられる。
本論では、経済共同体を中心に考察を行ったため、安全保障共同体と社会
文化共同体を論じてはいない。経済共同体については、物品の貿易について
は、ある程度分析が出来たが、サービス貿易、紛争解決メカニズム、組織・
機能の強化などは十分な検討ができなかった。これらを今後の課題としたい。
（付記）本稿は2006年9月に脱稿したが、校正中の2007年1月に第12回
ASEAN首脳会議が開催され、ASEAN共同体創設の2015年への前倒しなど
重要な決定が行なわれた。本稿では文章を一部修正したのみで、詳しい分析
は行なうことが出来なかった。
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